
参考：病床機能報告
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（とある病棟のイメージ）

病床機能報告においては、病棟が担う医療機能をいずれか１つ選択して報告することとされているが、
実際の病棟には様々な病期の患者が入院していることから、下図のように当該病棟でいずれかの機能の
うち最も多くの割合の患者を報告することを基本とする。

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

各々の病棟については、

として報告することを基本とする。

「回復期機能」

「急性期機能」

「慢性期機能」

「高度急性期機能」

回復期機能の患者

高度急性期機能の患者

慢性期機能の患者

急性期機能の患者

参考：病床機能報告について
平成30年5月16日

地域医療構想に関するWG資料を編集

問1 病床機能報告において、回復期機能を選択する場合の基準はあるか。

（答） 回復期機能については、「急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提
供する機能」と定義している。このため、リハビリテーション等を提供していない場合であっても、病棟の
患者に対し、主として「急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療」を提供している病棟については、
回復期機能を選択することが適当と考えられる。

問２ 病床機能報告において回復期機能を選択した病棟では、回復期リハビリテーション病棟入院
料又は地域包括ケア病棟入院料しか算定できず、急性期の入院料や加算等を算定できないのか。

（答） 病床機能報告は、医療機関の各病棟が担っている医療機能を把握し、その報告を基に、地域における医
療機能の分化・連携を進めることを目的として実施しているものであり、いずれの医療機能を選択した場合
であっても、診療報酬の選択に影響を与えるものではない。

平成29年9月29日 厚労省事務連絡より
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参考：病床機能報告について

○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
医療を提供する機能

○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
診療密度が特に高い医療を提供する機能高度急性期機能

回復期機能

慢性期機能
 特殊疾患入院医療管理料

 特殊疾患病棟入院料

 療養病棟入院基本料

 救命救急入院料

 特定集中治療室管理料

 ﾊｲｹｱﾕﾆｯﾄ入院医療管理料

 脳卒中ｹｱﾕﾆｯﾄ入院医療管理料

 小児特定集中治療室管理料

 新生児特定集中治療室管理料

 総合周産期特定集中治療室管理料

 新生児治療回復室入院管理料
急性期機能

※高度急性期機能に該当すると考えられる病棟の例
救命救急病棟、集中治療室、ハイケアユニット、新生児集中

治療室、新生児治療回復室、小児集中治療室、総合周産期集中
治療室であるなど、急性期の患者に対して診療密度が特に高い
医療を提供する病棟

○ 長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能

○ 長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の
意識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者又は
難病患者等を入院させる機能

○ 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療
やリハビリテーションを提供する機能。

○ 特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部
骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復帰を
目的としたリハビリテーションを集中的に提供す
る機能（回復期リハビリテーション機能）。

 地域包括ケア病棟入院料（※）

※ 地域包括ケア病棟については、当該病棟が
主に回復期機能を提供している場合は、回
復期機能を選択し、主に急性期機能を提供
している場合は急性期機能を選択するなど、
個々の病棟の役割や入院患者の状態に照ら
して、医療機能を適切に選択。

特定入院料等を算定する病棟については、一般的には、次のとおりそれぞれの機能として報告するものとして取り扱う。
その他の一般入院料等を算定する病棟については、各病棟の実態に応じて選択する。

 回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟入院料

平成29年10月26日
地域医療構想に関するWG資料
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地域医療構想調整会議の活性化のための地域の実情に応じた
定量的な基準の導入について（概要）

※平成３０年８月１６日付け厚生労働省通知

○ 病床機能報告に関しては、詳細な分析や検討が行われないまま、回復期機能を担う病
床が各構想区域で大幅に不足していると誤解させる事態が生じているという指摘がある。

※ 病床機能報告の課題は以下のとおり。

① 回復期機能に該当する病棟は、回復期リハビリテーション病棟や地域包括ケア病棟に限定されると
いった誤解をはじめ、回復期機能に対する理解が進んでいないことにより、主として回復期機能を有
する病棟であっても、急性期機能と報告されている病棟が一定数存在。

② 実際の病棟には様々な病期の患者が入院。主として急性期や慢性期の機能を担うものとして報告さ
れた病棟においても、回復期の患者が一定数入院。

○ 一部の都道府県では、都道府県医師会などの医療関係者等との協議を経て、医療機能
の分類に関する地域の実情に応じた定量的な基準を作成し、医療機能や供給量を把握す
るための目安として、地域医療構想調整会議における議論に活用することで、議論の活
性化につなげている。

○ 各都道府県においては、調整会議における議論を活性化する観点から、本年度中に、
都道府県医師会などの医療関係者等と協議を経た上で、地域の実情に応じた定量的な基
準を導入されたい。
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北海道における「定量的な基準」の考え方

○ 地域医療構想の目的は、人口構造の変化に伴い、医療・介護等のニーズや医療・介護等の担い手の状況が
変化していくことを直視し、いかなる機能をどのように確保していくかを現実的に検討していくこと。

構想で示す「2025年の必要病床数」は、こうした検討を進めるに当たり、圏域全体でどのような機能が
どの程度必要となるかという「大まかな方向性」を共有するため、「高度急性期」「急性期」「回復期」
「慢性期」の４機能を設定し、一定の仮定を置いて推計を行ったものであり、今後の地域医療の在り方を示
す参考値として重要であるが、絶対的な数値ではないとの認識を前提とする必要。

○ 今後、地域において維持・確保する必要がある機能や、関係機関で強化・推進する必要がある連携体制に
ついて検討を進めていく際には、調整会議等で、必要病床数と各医療機関の「病床機能報告」を参照するほ
か、必要に応じ、地域の医療ニーズの状況（疾患、診療内容、受療動向など）や、各病院・有床診療所の状況
（患者の数・状態像、医療従事者、診療内容など）など、より詳細かつ具体的なデータを共有することが重要。

※ 病床機能報告制度では、病棟ごとの病床機能（４区分）のほか、入院基本料、医療従事者数、延べ入院患者数・新規入棟患者数・退棟
患者数、退棟先、手術件数、重症患者の対応状況、救急医療の実施状況、リハビリテーションの実施状況、退院支援の実施状況等の項
目について報告（医療機関ごとの報告内容は道庁ホームページで公表）

※ 道では「電子レセプト情報等データベースシステム整備事業」（国保・後期高齢者医療制度のレセプトデータをデータベース化／東北
大学に補助）を実施しており、疾患ごとの受療動向、医療機関別の受療動向など幅広く分析可能。

○ その上で、病床機能報告制度は、各医療機関が、各病棟が担う機能について、「高度急性期」「急性期」
「回復期」「慢性期」の中からいずれか１つを自主的に選択して報告する制度であり、一般病棟入院基本料
等を算定する病棟等では「急性期」「回復期」「慢性期」の報告に幅があるのが現状。

このため、地域で必要とする機能等に関する検討のより一層の活性化に向け、各医療機関が自主的に選択
した病床機能に加え、各病棟の機能を推定し得る一定の「定量的な基準」に沿って整理した資料も共有。

○ なお、一定の「定量的な基準」は「絶対的な基準」ではない。共有される資料を契機として、どのような
状態像の患者がどの程度入院しているか等、関係者間でさらに具体的な情報共有を行うことが望まれる。

※ 病床単位の報告については、基準の設定方法や医療機関の負担など、全道的・全医療機関を対象として行う場合には諸々の課題がある
と考えられるが、各圏域において、医療機関の負担等にも配慮した同趣旨の取組（例えば、一定の医療機関等を対象に一定の基準を置
いて病床単位の機能を共有する等）が行われている場合には、こうした事例を全道的に共有し、今後の取組の参考としていただくこと
としたい。
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北海道における「定量的な基準」①

○ 病床機能報告制度において、各医療機関は、各病棟が担う機能について、「高度急性期」「急性期」「回
復期」「慢性期」の中からいずれか１つを自主的に選択して報告。

○ 今後、各圏域の調整会議では、従来どおり、各医療機関から報告された病床機能を整理した資料を共有す
るとともに、以下の「定量的な基準」に沿って整理した資料も、参考資料として共有。

なお、この「定量的な基準」は、各医療機関から報告された結果を「事後的に整理する際の基準」であり、
各医療機関が「報告する際の基準ではない」。

(1) 以下の入院料等を算定する病棟については、病床機能報告制度上、一般的に報告すべき機能が明確に
されていること等を踏まえ、病床機能報告により報告された病床機能を活用。

・ 救命救急入院料、特定集中治療室管理料、ハイケアユニット入院医療管理料、脳卒中ケアユニット入院医療管理料、
小児特定集中治療室管理料、新生児特定集中治療室管理料、総合周産期特定集中治療室管理料、新生児治療回復室入
院管理料

・ 回復期リハビリテーション病棟

・ 特殊疾患入院医療管理料、特殊疾患病棟入院料

・ 緩和ケア病棟

※ 療養病棟入院基本料を算定する病棟については、実態として、「慢性期」のみならず「回復期」と報告される病棟もあることから、
平均在棟日数により分類することとする。

(2) 上記以外の病棟については、平成30年度診療報酬改定における入院基本料体系の再編に関する考え方
等を踏まえ、以下の基準により「急性期」「回復期」「慢性期」を分類。

急性期：平均在棟日数21日以下の病棟

回復期：平均在棟日数22日以上60日以下の病棟

慢性期：平均在棟日数61日以上の病棟

※ 平均在棟日数＝在棟患者延べ数（年間）÷｛（新規入棟患者数（年間）＋退棟患者数（年間））÷２｝
（端数は切上げ）

※ なお、過去1年間の間に病棟の再編・見直しがあった病棟（在棟患者延べ数等が１年間分報告されていない病棟）については、病床
機能報告により報告された病床機能を活用することとする。 76
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北海道における「定量的な基準」②

○ 病床機能報告制度において、各医療機関は、各病棟が担う機能について、「高度急性期」「急性期」「回
復期」「慢性期」の中からいずれか１つを自主的に選択して報告。

○ 今後、各圏域の調整会議では、従来どおり、各医療機関から報告された病床機能を整理した資料を共有す
るとともに、以下の「定量的な基準」に沿って整理した資料も、参考資料として共有。

なお、この「定量的な基準」は、各医療機関から報告された結果を「事後的に整理する際の基準」であり、
各医療機関が「報告する際の基準ではない」。

(1) 「急性期」として報告された病棟については、以下の基準により「急性期」「回復期」を分類。

急性期：「重症度、医療・看護必要度」を満たす患者割合が15％以上

回復期：「重症度、医療・看護必要度」を満たす患者割合が15％未満

※ 病床機能報告において「重症度、医療・看護必要度」を満たす患者割合が報告されていない病棟については、病床機能報告により
報告された病床機能を活用。（産科及び15歳未満の小児の患者のみの場合、当該尺度による測定が算定の要件となっている入院基
本料等の届出を行っていない場合など）
ただし、「一般病棟13対1入院基本料」及び「一般病棟15対1入院基本料」を算定する病棟については、「回復期」に分類。

※ 地域包括ケア入院医療管理料を算定している病床を含む病棟については、病棟全体で「重症度、医療・看護必要度」を満たす患者
割合が15％以上である場合も、地域包括ケア入院医療管理料を算定している病床で「重症度、医療・看護必要度」を満たす患者割
合が15％未満の場合には、地域包括ケア入院医療管理料を算定している病床のみ「回復期」として整理。

※ 「重症度、医療・看護必要度」については、平成30年度診療報酬改定で定義・判定基準等について見直しが行われており、平成30
年度以降の病床機能報告を整理する際には基準の見直しが必要であることに留意。

(2) 「回復期」又は「慢性期」として報告された病棟については、病床機能報告により報告された病床機能
を活用。
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○ 構想で示す「2025年の必要病床数」は、今後の地域医療の在り方を示す
参考値として重要であるが、絶対的な数値ではない。

○ 「定量的な基準」は「絶対的な基準」ではない。

○ 共有される資料を契機として、どのような状態像の患者がどの程度入院し
ているか等、関係者間でさらに具体的な情報共有を行うことが望まれる。

✕ 「定量的な基準」で整理すると、「必要病床数」に近づいた。
やはり現状どおりで問題ないのでは。

△ 「定量的な基準」には問題がある。「必要病床数」と乖離している。
より精緻な「定量的な基準」が必要。

○ 「定量的な基準」では「回復期」と整理されるが、当院には～という
事情がある。地域連携を進める中で、平均在棟日数の短縮化など、
課題を解決していく必要。

【再掲】北海道における「定量的な基準」の考え方
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